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巻 頭

昨年暮れから年明けにかけて、耐震基準偽装事件、堀江貴文ライブドア社長の逮捕

など、国民を震撼させる大きな経済事件が相次いだ。一連の事件は、市場競争を解放

すれば世の中はうまくいくという新自由主義的な楽観に対する警告を意味しているように思

える。利益の追求はしばしば暴走するものであり、人間の生命や財産を守るためには、

ルールの確立とそれを公平に執行することが不可欠である。

最近のニュースを見てもう一つ感じることは、国民生活におけるリスクの高まりである。

この冬の大雪はもはや災害である。地震や台風で死者が百人以上出たらメディアも大騒

ぎするだろうが、なぜか雪を災害と捉える感覚が日本には乏しい。東京や大阪などの大

都市が雪に悩まされることがないからであろう。しかし、過疎化と高齢化で、積雪地帯の

地域社会では雪害に対する処理能力が大幅に低下している。輸入再開されたばかりの

米国産牛肉から背骨が発見されたことも、食品のリスクに対する国民の懸念を強めた。

安全に生活することの難しさを感じるこのごろである。

小泉政権が進めた三位一体の地方分権も、自治体の政策能力や自由度を高めるので

はなく、様 な々意味でのリスクを地方に押しつける結果に終わる懸念がある。総務大臣の

私的諮問機関で今後の地方分権についての議論が始まった。その中では、経営能力に

関係なく、すべての自治体に対して自動的に財源を保障する地方交付税の仕組みを見直

すべきという声が上がった。また、自治体の破産法制の検討も始まると言う。歳出削減の

最大のターゲットとしても地方交付税があがっている。

もちろん、いままで少なからぬ自治体で地方交付税や補助金を安易に使って無駄な事

業を行ったことは否定できない。これからの財政制約の中で、危機感を持って自治体の財

務運営を見直すべきであることは当然である。

しかし、民間企業の類推で自治体に競争原理や自己責任主義を当てはめることには大

きな問題がある。まず、議論の前提として、自治体の安易な財政運営を助長したのは中央

省庁でもあることを確認しておく必要がある。1990年代の景気対策の中では、中央省庁

は自治体の起債による単独事業を奨励し、その償還財源について地方交付税によって面

倒を見ると約束した。こうした経緯に目を向けずに地方自治体の無駄遣いを指弾するとし

たら、それは一面的な議論となろう。

民間企業は努力によって売り上げ、収益を増やすことができる。そうしたエネルギーこそが

経済活力を生み出すことは確かである。しかし、自治体は自分の努力で収入を増やすことは
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できない。景気回復や地価上昇で潤うのは、裕福な人や大企業が立地する大都市だけで

ある。人口が減少している多くの地方では当然、担税力も低下している。こうした大きな社会

経済構造を無視して、自治体の自助努力を求めるのは的外れの議論である。また、自治体

の起債について自己責任を求めることにも限界はある。地方債に単なる市場原理を導入す

れば、担税力の低い自治体の債券はたちまちジャンクボンドとなる。破産法制を整備してデ

フォルトのリスクを債券引き受け側に負わせるならば、金融機関は地方債など買わなくなる。

結局、現在の地方財政改革の論議は数字のみに関心を集中しているように思える。改

革を進める前提として、どのような国の形、地方の姿を目指すのかが明らかになっていな

い点が、地方の不安を広げている。金のかかる田舎には人は住まなくてもよいという路線

で、効率優先の国土作りを目指すのか、日本の各地に人が住み多様な仕事に従事すると

いう国の姿を目指すのか、根本的な哲学を打ち立てることから地方分権の論議を始めな

ければならない。もちろん私は後者の理念に立って分権を論じたい。そして、この理念に

基づいて国の姿を考えるならば、地方に対する安定的な財源保障は不可欠である。

ここで問われるべきは、地方における自立の意味である。地方自治体の自立とは、すべ

て自前の財源で行政を運営することではないと私は考えている。社会経済的環境ゆえに、

外部からの財源移転に頼らざるを得ない自治体が存在するのは当然である。自立とは、

住民が誇りを持って自治体を支え、首長以下の自治体職員がきっちりと政策の優先順位

をつけ、低コストの地域経営を行うことに他ならない。

低コストの地域経営を目指すとき、従来の市町村や都道府県の枠を超えた広域連携が

必要となる。医療福祉、環境対策、観光振興など自治体の協力によって実現すべき課題

はたくさんある。市町村合併はこうした課題に答える一つの方策であろう。しかし、たとえ

ば北海道では人口密度の低さゆえに合併は行政コストの削減に結びつかない。むしろ、

政策課題別の市町村連携によって課題に対応することが合理的である。また、国と道の

重複をなくし、北海道の実態にかなった政策を展開するためには、イギリスにおけるスコッ

トランド議会・行政府の設置のような形で、分権（devolution）を実施することこそが必要で

ある。これは、ある程度の財源保障（もちろん、従来のものよりは少なくなるだろう）と立法

の自由を北海道に与えることを意味する。そのような形で権限、財源に関する自由を手に

したとき、北海道も本来の意味でリスクを背負わなければならない。地方にとって政策刷

新のインセンティブを高めるような形で、リスク配分のあり方を考えるべきだと思う。


